
独立行政法人国際協力機構

契約担当役　理事

調達管理番号

調達件名

目的

業務種別

仕様等

履行期間 2021年11月1日 ～ 2022年3月14日

選定方法

業務量（人月）想定

2021年8月24日 12時00分

プロポーザル提出期限 2021年9月10日 12時00分

その他

以上

競争参加資格

公示

独立行政法人国際協力機構契約事務取扱細則（平成１５年細則(調)第８号）（以下「細則」とい
う。）に基づき下記のとおり公示します。

2021年8月18日

21a00536

ウズベキスタン国日本での就業機会を活用した産業人材育成事業に係
る情報収集・確認調査

ウズベキスタン（以下「ウ国」）は約200万人が移民労働に従事し、
GDPの15％を海外送金が占めるなど出稼ぎ労働（以下「移民労働」と
いう。）によって経済が支えられている。その多くが単純労働である
と考えられ、就業経験を通じた産業人材としてスキルアップや、帰国
後に就業経験を社会経済の発展に繋げる仕組みが整っていないと考え
られる。
　2019年にウ国と日本との間で技能実習や特定技能のMOUが締結され
日本への移民労働者も増加することが想定される中、上記の仕組みの
構築が求められている。特に、①ウ国と日本の双方で人材ニーズの高
い職種、当該職種の能力レベルや人数規模、及び互換性のあるスキル
の特定、②スキルアップについての意識が高い「優良」受入企業との
連携、③優良受入企業とのマッチング機会の向上、④受入企業のスキ
ルアップ機会提供に対するインセンティブ向上、⑤帰国後の就職支援
等、⑥帰国後の更なる海外流出対策、⑦安心して就労できる環境の構
築（債務労働の回避など）が重要である。
　本調査では、日本での就労機会を通じた産業人材のスキルアップと
ウ国産業への還元を目指した仕組み作りに関し、ウ国政府への政策提
言とJICAの協力の方向性を導出することをを目的とする。なお、日本
での移民労働数はまだ限定的である中で今後の活路を見出すため、本
調査の趣旨に賛同する受入先を発掘して具体的な連携方法を模索する
ことに重点を置く。そのため事前に分野（職種）を特定して調査せ
ず、受入先のニーズに合わせて決定する。

12   人月

https://www.jica.go.jp/announce/notice/distribution.html

その他詳細は企画競争説明書による

企画競争説明書配布依頼受付
期限及び方法

コンサルタント等契約-業務実施契約－【調査業務】基礎情報収集・
確認調査

企画競争説明書による

企画競争

公告・公示日において有効である全省庁統一資格を有すること。

日本国で施行されている法令に基づき登記されている法人であるこ
と。

その他、企画競争説明書に記載の参加要件に該当すること

契約事務取扱細則第４条に該当しないこと


